
○１番（小野志保）（登壇） 立憲

民主党の小野志保です。 

 学校に通いづらい児童生徒への支

援について伺います。 

 まずは、オンライン授業につい

て。 

 文部科学省の誰一人取り残されな

い学びの保障に向けた不登校対策、

ＣＯＣＯＬＯプランにおいて、１つ

目の柱に不登校の児童生徒全ての学

びの場を確保し、学びたいと思った

時に学べる環境を整えるとあり、希

望すれば、１人１台端末を活用し

て、自宅をはじめとする多様な場を

在籍校とつなぎ、オンライン指導や

テスト等も受けられ、その結果が成

績に反映されるようにしますとあり

ます。 

 私の元へ相談に来る、様々な理由

で学校に行きづらい児童生徒の皆さ

んは、みんな勉強をしたいと言いま

す。 

 令和５年６月定例議会で、河内優

子議員さんの質問に対し、１人１台

端末を活用し、オンラインで授業の

様子を配信することは可能との教育

長の御答弁がございました。 

 教育委員会にお聞きすると、オン

ライン授業の体制はできているとの

ことですが、実際は活用している学

校、していない学校と差があるよう

です。オンライン授業を希望した児

童生徒、保護者の方からは、オンラ

イン授業ができるとは知らなかっ

た、希望したが無理と言われた、個

人的に教えたほうがいいことが多い

から、必要なときのみ活用すると言

われた、何のためのタブレットなん

だろうなどのお声をお聞きしており

ます。 

 また、ある児童生徒は、先生が教

えてくれるのはまとめや復習、そう

じゃなくて、今教室でみんなが習っ

ていることを勉強したいと訴え、ほ

かにも授業に遅れたくないや、タブ

レットドリルはあるけど、解き方を

習っていないので分からない、提出

を求められても提出ができないな

ど、切実な声ばかりです。 

 ＩＣＴの活用としっかりと明記さ

れている  ＣＯＣＯＬＯプラン、

そして教育機会確保法も視野に入

れ、伺います。 

 本市では、オンライン授業の配信

を行える小学校、中学校はそれぞれ

何校ありますか。なぜ希望しても、

オンライン授業が受けられないので

しょうか。 

 また、活用している学校と、活用

されていない学校があることについ

て、併せて教育長の御所見を伺いま

す。 

 次に、自分のクラスに入りづらい

児童生徒が落ち着いた空間の中で、

自分に合ったペースで学習、生活で

きる環境を学校内に設置する校内サ

ポートルームについて。 

 令和４年に中萩中学校で設置され

た校内サポートルームは、来年度、

１校拡充される予定とお聞きをして

おります。設置後からの生徒の利用

状況、成果と課題、また、今後の方

向性をお教えください。 

 ＣＯＣＯＬＯプランの２つ目の

柱、心の小さなＳＯＳを見逃さず、

チーム学校で支援についてですが、



本市では毎月、絆アンケートを実施

しているとお聞きしております。各

学校で制作しているとのことです

が、どのような内容のアンケートで

しょうか。絆アンケートから得られ

た児童生徒の悩みや相談があったと

きの対応の流れも、併せてお教えく

ださい。 

 この絆アンケートですが、中には

提出したくないという児童生徒もい

ます。実際に、提出したくなくて捨

てたという声も聞いています。何度

も書いたけど解決しないからや、ア

ンケート内容に不満だからなどの理

由です。ここで伺います。絆アンケ

ートを提出したくない児童生徒に対

し、学校として、どのような対応を

されていますか。具体的にお示しく

ださい。 

 次に、障がい者雇用について。ま

ずは、市職員の障がい者雇用の現状

と促進について伺います。 

 令和２年６月定例議会では、市長

事務部局で19名、雇用率2.71％、教

育委員会では８名、雇用率2.62％と

の御答弁がありました。その後はい

かがでしょうか。 

 また、積極的な雇用の促進として

取り組まれていることを併せてお示

しください。 

 今年１月29日に、障がい者合同就

職フェアが開催されたとお聞きして

おります。参加企業数12社、障害者

の方が30名参加、そして就職につな

がった方が２月18日現在で４名、業

務の切り出しの課題、温度差、マッ

チングの難しさなどのお声をお聞き

いたしました。 

 また、ハローワークにお聞きしま

したら、令和６年12月において、ハ

ローワークでの障害者の方の登録者

数は1,400名、お仕事を探されてい

る方が572名、就職中の方が735名、

毎月少しずつ増加し、障害者の枠と

して求人を出される企業が増えてき

ているとのことです。 

 次に、法定雇用率達成への取組に

ついて伺います。 

 障害者雇用促進法では、従業員が

一定数以上の規模の事業主は、従業

員に占める身体障害者、知的障害

者、精神障害者の割合を法定雇用率

以上にする義務があります。愛媛労

働局発表の令和６年障害者雇用状況

の集計結果によりますと、愛媛県全

体では、雇用義務のある企業の数は

1,183社、雇用障害者数4,557.5名、

実雇用率 2.57％、全国の平均が

2.41％です。法定雇用率達成企業の

割合は50.2％、雇用障害者数、実雇

用率ともに過去最高を更新とのこと

です。また、法定雇用率は、令和５

年度は2.3％、令和６年４月以降

2.5％、そして令和８年７月以降で

は2.7％と段階的に引き上げられま

す。 

 ここで伺います。 

 令和５年９月、片平恵美議員さん

の法定雇用率達成企業を増やしてい

くため、数値目標を掲げて積極的に

行うことが必要ではとの質問に、今

後、調査研究をしながら目標を掲げ

ていく方向性を模索していくとの御

答弁がございました。その後、数値

目標の設定はされたでしょうか。ま

た、先ほどの数値は愛媛県全体では



ありますが、今後、段階的に法定雇

用率が引き上げられる中、市として

達成に向けた取組を教えてくださ

い。 

 続いて、人材確保事業について伺

います。 

 本市では、中小企業の安定及び雇

用の促進を図るために、各種補助制

度がございます。人材確保事業の補

助事業内容は、ウェブサイトを利用

する方法により求人を行ったとき、

また、市外で開催される合同企業説

明会等に参加したときとされていま

す。 

 障害者雇用は福祉というイメージ

が強いと思いますが、経済の立ち位

置からの後押しがあれば、先ほど述

べました業務の切り出しの課題、温

度差、マッチングの難しさなどが軽

減され、また、それ以上の大きなメ

リットがあるものと考えます。 

 以前、委員会視察で伺った北海道

江別市でも新規立地や増設、設備更

新をする企業支援として補助金の交

付を行っており、その中の雇用補助

金では、障害者の方への加算が明記

をされています。市として活躍の場

への力強い後押しとして、この人材

確保事業に障害者雇用の枠を取り入

れませんか。また、トライアル雇用

にも背中を押してくだされば、お互

いの不安の払拭や定着にもつながる

のではないかと考えます。御所見を

伺います。 

○議長（小野辰夫） 答弁を求めま

す。古川市長。 

○市長（古川拓哉）（登壇） 小野

志保議員さんの御質問にお答えいた

します。 

 障がい者雇用についてのうち、人

材確保事業についてでございます。 

 人材確保事業に障害者雇用の枠を

取り入れることにつきましては、本

事業は、健常者、障害者の別なく中

小企業者が正規雇用として求人活動

を行い、対象要件を満たした場合

は、本制度の活用が可能となってお

ります。 

 今後、事業者から問合せ等がござ

いました際には、安心して制度を御

利用いただけるよう御案内を行って

まいります。 

 トライアル雇用につきましては、

労働者と企業双方のミスマッチを防

ぎ、障害者の活躍の場を創出するた

めの手段として有効な制度であると

認識いたしておりますことから、来

年度の中小企業振興条例補助金の見

直し等の中で、福祉施策との関係も

考慮しながら、企業の要望や他市の

事例を参考に、可能な対応等を検討

してまいりたいと考えております。 

 以上申し上げましたが、他の点に

つきましては、関係理事者からお答

えさせていただきます。 

○議長（小野辰夫） 高橋教育長。 

○教育長（高橋良光）（登壇） 小

野志保議員さんの御質問にお答えい

たします。 

 学校に通いづらい児童生徒への支

援についてでございます。 

 まず、オンライン授業についてお

答えいたします。 

 １人１台端末の活用により、全て

の小中学校においてオンラインで教

室等の授業の様子を配信することは



可能となっております。 

 しかしながら、オンライン授業を

実施するかどうかの判断につきまし

ては、学級担任をはじめ、複数の教

員で関わりながら、本人や保護者と

も相談の上、各学校において個々の

状況に応じて実施しているものと考

えております。 

 次に、校内サポートルームについ

てでございます。 

 令和４年度の実績といたしまして

は29人、延べ926人の生徒が利用い

たしました。令和５年度は24人、延

べ509人でございました。令和６年

度は２月末現在で 25 人、延べ

1,242人の生徒が利用しており、サ

ポートルーム設置以降、状況が好転

した生徒が38人、状況に変化が見ら

れなかった生徒が34人、状況が悪化

した生徒が６人という状況であり、

校内の居場所という機能は果たされ

ているものと認識しております。 

 成果といたしましては、あすなろ

教室に登校していた生徒や、ほぼ毎

日欠席していた生徒がサポートルー

ムを主な居場所として登校ができる

ようになってきているほか、登校ナ

ビゲーターがサポートルーム生活記

録簿を作成し、生徒一人一人の状況

を共有することで、全校の教職員で

サポートする体制が確立したことな

どがございます。 

 課題といたしましては、サポート

ルームでは異なる学年の生徒が混在

するため、互いの立場を尊重し合

い、人間関係を築き、日常生活を円

滑に過ごすためのスキルを身につけ

ることが挙げられます。 

 今後の方向性といたしましては、

ほかの学校にもサポートルームの成

果の共有を図り、児童生徒が安心し

て過ごすことができる居場所の確保

に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、絆アンケートについてでご

ざいます。 

 絆アンケートは全校生徒を対象に

実施しており、学校生活の中で感じ

たうれしかったことや不安や心配を

感じたことなどを記入し、担任に伝

えるツールとなっております。 

 児童生徒や保護者から訴えがあっ

た場合には、まずは学級担任、また

は必要に応じて別の教員が個別に相

談活動を行っており、相談内容によ

っては校内委員会組織で対応するな

ど、管理職を含む複数の教員で対応

策等を検討しております。 

 また、アンケートを提出していな

い児童に対しては、提出を促した

り、個別に声をかけたりしておりま

すが提出を強制することはございま

せん。アンケートが未提出であるこ

とを念頭に置き、経過を観察しなが

ら見守りを継続する場合もあり、そ

の際は状況を見ながら個別に声をか

けることで聞き取りを実施するよう

取り組んでおります。 

○議長（小野辰夫） 髙橋総務部

長。 

○総務部長（髙橋聡）（登壇） 障

がい者雇用についてのうち、市職員

の障がい者雇用の現状と促進につい

てお答えいたします。 

 市職員のうち、国が定める障害者

雇用の対象となる実人数と雇用率



は、令和３年度26人、2.45％、令和

４年度26人、2.52％、令和５年度

31人、3.01％、令和６年度28人、

3.14％でございます。なお、令和４

年度以降愛媛労働局の認定を受け、

対象となる全部局の職員を合算して

報告いたしております。 

 障害者の積極的な雇用の促進につ

いてでございますが、職員採用試験

において障害者の採用枠を設けるな

どの取組を継続して行っており、こ

のことにより、令和５年度以降、法

定雇用率の改善などの成果につなが

っております。 

 今後におきましても、障害の種

類、程度に応じて適切な支援を講

じ、誰もが活躍できる職場環境づく

りを推進してまいります。 

○議長（小野辰夫） 宮崎経済部

長。 

○経済部長（宮崎司）（登壇） 障

がい者雇用についてのうち、法定雇

用率達成への取組についてお答えい

たします。 

 法定雇用率達成への取組につきま

しては、数値目標の設定に向け、ま

ずは現状を把握するため、愛媛労働

局に本市の状況を確認いたしました

ところ、市個別での数値の公表は行

っていないため、詳細はお答えでき

ないとの回答がございました。 

 そのため、本市の正確な数値の把

握が難しいことから、具体的な数値

目標の設定は行っておりません。 

 今後の取組につきましては、本市

において、１社でも多くの企業が法

定雇用率を達成できるよう、関係機

関と情報共有や連携を図りながら、

会社訪問時などの機会を捉え、引き

続きハローワーク新居浜とも連携な

どを行いながら、制度の周知啓発等

に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

 以上で答弁を終わります。 

○議長（小野辰夫） 再質問はあり

ませんか。小野志保議員。 

○１番（小野志保）（登壇） オン

ライン授業について再質問をいたし

ます。 

 配信を行える小学校数とか、希望

してもオンライン授業が受けられな

い理由とか、そういったのが御答弁

にはなかったと思うんですけれど

も、分かればお教えください。 

 ２つ目なんですが、障害者雇用枠

をつくっていただきたいということ

だったんですけれども、企業対象の

パンフレットには、そういった明文

がないんですね。なので、多分企業

の方も、これは健常者だけなんだと

いうような意味合いが強いのではな

いかと思うので。視察で参りました

江別市ではしっかりとパンフレット

やホームページにもその辺りが明記

されております。 

 この明記をされるかどうか、御所

見を伺います。 

○議長（小野辰夫） 答弁を求めま

す。高橋教育長。 

○教育長（高橋良光）（登壇） 小

野志保議員さんの再質問にお答えを

します。 

 まず配信できない学校の数という

ことですが、先ほど答弁でも申し上

げましたが、全ての小中学校で、オ

ンラインで教室等の授業の様子を配



信することは可能ですので、基本的

にどの学校でも配信ができるという

認識です。 

 それから、それができないと言わ

れている理由ということですが、各

学校において個々の状況に応じて配

信を実施していると先ほど答弁しま

した。各学校のどのような状況があ

るか、もうそれは個々の事情による

ということだと思いますが、小野議

員さんのほうにいろいろと信頼を寄

せて、御相談いただいている件があ

っての先ほどの御質問だったかと思

うので、そういうときには、ぜひ、

教育委員会事務局に御相談いただく

とか、過去、各学校に要望してもな

かなか配信に至らないというような

場合には、教育委員会事務局と相談

しながら、というのも、各内容がそ

れぞれどのような事情でそういう御

返答をされているかというのは、具

体的な事例に基づかないと回答でき

かねますので、また、ぜひ御相談い

ただいたら、一緒に考えて善処して

いきたいというふうに思います。 

○議長（小野辰夫） 古川市長。 

○市長（古川拓哉）（登壇） 小野

議員さんの再質問にお答えいたしま

す。 

 障がい者雇用についてに関してで

すが、補助事業に障害者雇用の枠、

障害者雇用を含むという文言を入れ

るかどうかということですが、次年

度、これから作成するものに関して

は取り入れる方向で検討していきた

いというふうに思います。 

○議長（小野辰夫） 再質問はあり

ませんか。小野志保議員。 

○１番（小野志保）（登壇） オン

ライン授業について、ＩＣＴを活用

した学習活動の出欠の扱いと成果の

評価について教えてください。 

○議長（小野辰夫） 答弁を求めま

す。高橋教育長。 

○教育長（高橋良光）（登壇） 小

野志保議員さんの再質問にお答えを

します。 

 ＩＣＴタブレットの中に入ってい

るタブレットドリルを学習したとき

に、それがどう評価されるのかとい

う御質問かと思います。 

 教育課程上、適切であると認めら

れるときには、これを積極的に評価

していく今の流れでございますの

で、これもまた個別になってくると

思うのですけれど、例えば、ほんの

１問しか解いてないとか、２問しか

解いてないということで、それを次

の学習につなげるために意欲づけを

しながら認めていく、こういうこと

はできようかと思いますけど、成績

にそれを反映するためには、やはり

教育課程上、どういう形でこの子が

取り組んでいるかということを個別

に判断していかなくてはいけないと

思いますので、一般的な回答になり

ますけれど、子供たちの意欲を育て

るように評価していく、励ましてい

くという形になっていこうかと思い

ます。 

○議長（小野辰夫） 再質問はあり

ませんか。小野志保議員。 

○１番（小野志保）（登壇） 再び

オンライン事業について再質問で

す。 

 教育機会確保法では第３条、安心



して教育を受けられるよう、学校に

おける環境の確保が図られるように

することとあります。今現在、この

学校環境の確保が図られていないと

思いますので、教育委員会のほうに

相談をしてくださいではなくて、学

校がもうオンライン授業やりますと

いうような方向性で、ぜひ今後やっ

ていただきたいと要望します。（ブ

ザー鳴る） 

 


